
令和７年度 決算の状況について

魚津市プレスリリース 令和８年９月１日魚津市イメージキャラクター

ミラたん

（注）本文及び各表中の数値は、端数処理のため合計が一致しない場合がある（次頁以降も同様）。

区分
令和７年度
決算額 (A)

令和６年度
決算額 (B)

増減額(A-B)
(C)

増減率
(C/B)

一般会計
歳入 24,025,147 23,947,550 77,597 0.3

歳出 22,380,654 21,981,098 399,556 1.8

特別会計
歳入 10,506,253 10,696,758 △ 190,505 △1.8

歳出 10,203,808 10,388,572 △ 184,764 △1.8

合計
歳入 34,531,400 34,644,308 △ 112,908 △0.3

歳出 32,584,463 32,369,670 214,793 0.7

(単位：千円・％)
○一般会計及び特別会計の決算額

○一般会計の決算収支

区分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

歳入総額 A 24,025,147 23,947,550 77,597 0.3

歳出総額 B 22,380,654 21,981,098 399,556 1.8

歳入歳出差引額
（形式収支）

A-B 1,644,493 1,966,452 △ 321,959 △ 16.4

翌年度へ繰越
すべき財源

C 553,264 284,545 268,719 94.4

実質収支額 A-B-C 1,091,229 1,681,907 △ 590,678 △ 35.1

(単位：千円・％)

令和７年度の一般会計及び特別会計を合算した決算額は、

歳入 345億31百万円（前年度比△1億12百万円、△0.3％）

歳出 325億84百万円（前年度比＋2億14百万円、＋0.7％）

令和７年度の一般会計の決算額は、

歳入 240億25百万円（前年度比＋77百万円、＋0.3％）

歳出 223億80百万円（前年度比＋3億99百万円、＋1.8％）

歳入歳出差引額（形式収支）は16億44百万円となり、形式収支から翌年度へ繰り越し

すべき額5億53百万円を控除した実質収支は、10億91百万円の黒字となった。
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○一般会計歳入決算の内訳

区分
令和７年度 令和６年度 前年度対比

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1.市税 6,737,948 28.0 6,388,251 26.6 349,697 5.5

2.譲与税・交付金 1,626,403 6.8 1,505,083 6.3 121,320 8.1

3.地方特例交付金 26,615 0.1 219,939 0.9 △193,324 △87.9

4.地方交付税 4,481,766 18.7 4,219,787 17.6 261,979 6.2

5.国県支出金 5,220,463 21.7 4,596,439 19.1 624,024 13.6

6.市債 1,041,200 4.3 2,037,316 8.5 △ 996,116 △ 48.9

7.寄附金 1,184,353 4.9 1,191,903 5.0 △ 7,550 △ 0.6

8.繰入金 457,547 1.9 852,626 3.5 △ 395,079 △ 46.3

9.繰越金 1,966,452 8.2 1,550,407 6.5 416,045 26.8

10.その他 1,282,400 5.3 1,385,799 5.8 △ 103,399 △ 7.5

計 24,025,147 100.0 23,947,550 100.0 77,597 0.3

＜主な特徴＞

1.市税 67億37百万円（前年度63億88百万円 前年度比＋3億49百万円、＋5.5％）

定額減税の終了、所得の増加等による個人住民税の増 など

2.譲与税・交付金 16億26百万円（前年度15億05百万円 前年度比1億21百万円、＋8.1％）

消費支出の増加による地方消費税交付金の増 など

3.地方特例交付金 26百万円（前年度2億19百万円 前年度比△1億93百万円、△87.9％）

令和６年度に実施した定額減税に伴う減収補填の反動減

4.地方交付税 44億81百万円（前年度42億19百万円 前年度比＋2億61百万円、＋6.2％）

国補正予算による普通交付税の追加交付による増

5.国県支出金 52億20百万円（前年度45億96百万円 前年度比＋6億24百万円、＋13.6％）

児童手当の拡充や建設事業の増加による国庫支出金の増

6.市債 10億40百万円（前年度20億37百万円 前年度比△9億96百万円 △48.9％）

室内温水プール整備の進捗に伴う起債額の減

8.繰入金 4億57百万円（前年度8億52百万円 前年度比△3億95百万円 △46.3％）

市税や地方交付税の決算見込みなどを踏まえ、基金の取崩しを抑制したことによる

(単位：千円・％)
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○一般会計歳出決算の内訳（目的別）

区分
令和７年度 令和６年度 前年度対比

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1.議会費 196,416 0.9 191,474 0.9 4,942 2.6

2.総務費 5,137,207 23.0 4,693,444 21.4 443,763 9.5

3.民生費 6,988,424 31.2 6,266,413 28.5 722,011 11.5

4.衛生費 907,191 4.1 943,285 4.3 △ 36,094 △ 3.8

5.労働費 49,388 0.2 49,552 0.2 △ 164 △ 0.3

6.農林水産業費 804,392 3.6 906,742 4.1 △ 102,350 △ 11.3

7.商工費 892,584 4.0 780,708 3.6 111,876 14.3

8.土木費 2,179,163 9.7 2,189,412 10.0 △ 10,249 △ 0.5

9.消防費 637,073 2.8 601,190 2.7 35,883 6.0

10.教育費 2,402,100 10.7 3,164,838 14.4 △ 762,738 △ 24.1

11.災害復旧費 41,439 0.2 63,677 0.3 △ 22,238 △ 34.9

12.公債費 1,582,264 7.1 1,598,391 7.3 △ 16,127 △ 1.0

13.諸支出金 563,013 2.5 531,972 2.4 31,041 5.8

計 22,380,654 100.0 21,981,098 100.0 399,556 1.8

＜主な特徴＞

2.総務費 51億37百万円（前年度46億93百万円 前年度比＋4億43百万円、＋9.5％）

基金への積立金やふるさと納税の増加等による増

3.民生費 69億88百万円（前年度62億66百万円 前年度比＋7億22百万円、＋11.5％）

認定こども園施設整備への支援、児童手当の拡充、物価高対応子育て応援手当等による増

6.農林水産業費 8億4百万円（前年度9億6百万円 前年度比△1億2百万円、△11.3％）

魚津港荷捌き施設の高度衛生化に向けた改修への支援の終了による減

7.商工費 8億92百万円（前年度7億80百万円 前年度比＋1億11百万円、＋14.3％）

企業立地助成金の増加やプレミアム付き商品券事業の実施による増

10.教育費 24億2百万円（前年度31億64百万円 前年度比△7億62百万円、△24.1％）

室内温水プール整備の進捗に伴う減少
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○一般会計市債残高

○基金残高

○各種財政指標

※土地開発基金・特別会計基金は除く

担当部署：財政課 財政係
（課 長）松木 憲唱
（担当者）石坂

電話 0765-23-1018 FAX 0765-23-1051
Ｅ-Mail zaisei@city.uozu.lg.jp

４

区分 令和７年度末残高 令和６年度末残高 増減

1.建設事業債等 9,827,159 9,558,227 268,932

2.臨時財政対策債 6,140,981 6,859,323 △718,342

計 15,968,140 16,417,550 △449,410

(単位：千円)

区分 令和７年度末残高 令和６年度末残高 増減

1.財政調整基金 1,816,246 1,213,714 602,532

2.減債基金 436,534 470,932 △ 34,398

3.公共施設整備基金 2,388,761 2,080,996 307,764

4.その他 1,551,963 1,313,894 238,069

計 6,193,504 5,079,536 1,113,968

(単位：千円)

区分 令和７年度末 令和６年度 増減

1.財政力指数 0.65 0.66 △0.01

2.経常収支比率 91.0％ 91.0％ 増減なし

3.実質公債費比率 9.4％ 10.9％ △1.5

4.将来負担比率 43.0％ 74.6％ △31.6

・市債残高は、償還額が発行額を上回ったため減少

・臨時財政対策債の償還が進む一方、建設事業債の残高は増加

・富山労災病院への支援や新庁舎等の施設整備に備えるため、基金への積立てを増加

3.実質公債費比率

・公営企業会計の公債費に対する一般会計繰入額の減少等により、前年度比1.5ポイント改善

4.将来負担比率

・市債残高の減少や公営企業会計の公債費に対する一般会計繰入見込額の減少、基金残高の

増加などにより前年度比31.6ポイント改善

mailto:-Mailzaisei@city.uozu.lg.jp

